








結論

　家族政策では特にフランスやスウェーデンの施策が、税制では特にフランスやアメリカ

の施策が参考になることがわかった。いずれの国でも直接的な対策だけでは効果があまり

ない、若しくは持続しないとみられており、総合的な少子化対策が求められている。今後、

各施設の実行上の効果や日本にとっての妥当性などを掘り下げて研究することが必要であ

る。


